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(57)【要約】
【課題】金属粉末、被覆された金属粉末、および金属ス
ラリにおいて良好に機能する付加製造のための装置およ
び方法を提供する。
【解決手段】付加製造によって物体を製造する方法が提
供される。この方法は、形成材料の所与の層を有する造
形プラットフォームを窓上に用意された粉末へと下降さ
せることを含む。粉末が照射され、所与の層に対応する
後続の層が形成される。次いで、この方法は、後続の層
を凝固させ、造形プラットフォームおよび後続の層を上
昇させて窓から離すことを含む。これらの段階が、所望
の物体が形成されるまで繰り返される。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　付加製造によって物体（２０２）を製造する方法であって、
　（ａ）形成材料の所与の層を有している造形プラットフォーム（１１４）を、窓（２０
６）上にもたらされた粉末（２０４）へと下降させるステップと、
　（ｂ）前記粉末（２０４）を照射して、前記所与の層に対応する後続の層を形成するス
テップと、
　（ｃ）前記後続の層を固化させるステップと、
　（ｄ）前記造形プラットフォーム（１１４）および前記固化させた後続の層を、前記窓
（２０６）から遠ざかるように上昇させるステップと、
　（ｅ）前記物体（２０２）が形成されるまでステップ（ａ）～（ｄ）を繰り返すステッ
プと
　を含む方法。
【請求項２】
　前記照射は、デジタル光加工、レーザ、または電子ビーム照射である、請求項１に記載
の方法。
【請求項３】
　前記粉末（２０４）は、前記窓（２０６）よりも低い融点を有する、請求項１または２
に記載の方法。
【請求項４】
　前記粉末（２０４）は、前記窓（２０６）を通して照射されるが、前記窓（２０６）の
上方に位置する前記造形プラットフォーム（１１４）に付着する、請求項１から３に記載
の方法。
【請求項５】
　前記粉末（２０４）は、コバルトクロム合金、ステンレス鋼合金、アルミニウム合金、
チタン合金、またはニッケル系超合金である、請求項１から４に記載の方法。
【請求項６】
　前記物体（２０２）は、タービンブレードまたはステータベーンである、請求項１から
５に記載の方法。
【請求項７】
　前記物体（２０２）は、タービンブレードまたはステータベーンの先端部分である、請
求項１から６に記載の方法。
【請求項８】
　物体（２０２）の付加製造のための装置であって、
　粉末ディスペンサと、
　窓（２０６）と、
　その上で前記物体（２０２）が形成されるプラットフォーム（１１４）と、
　前記窓（２０６）を覆って粉末の層をもたらすリコータ（２０８）と、
　前記窓（２０６）の下方に配置された照射源（２１４）と
　を備える装置。
【請求項９】
　前記照射源（２１４）は、レーザまたはデジタル光プロジェクタである、請求項８に記
載の装置。
【請求項１０】
　前記粉末（２０４）は、前記窓（２０６）を通して照射されるが、前記窓（２０６）の
上方の前記造形プラットフォーム（１１４）に付着する、請求項８または９に記載の装置
。
【請求項１１】
　前記粉末（２０４）は、前記窓（２０６）よりも低い融点を有する、請求項８から１０
に記載の装置。
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【請求項１２】
　前記粉末（２０４）は、コバルトクロム合金、ステンレス鋼合金、アルミニウム合金、
チタン合金、またはニッケル系超合金である、請求項８から１１に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、広くには、金属部品の付加製造のための付加製造装置および方法に関する。
より具体的には、本開示は、付加的に製造される物体を半透明（ｔｒａｎｓｌｕｃｅｎｔ
）な表面上の金属粉末へと繰り返し下降させ、この金属を半透明な表面を通過する光投影
および／または集束エネルギビームを用いて物体の層へと溶融または固化させるための装
置および方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　付加製造プロセスは、一般に、引き算的（ｓｕｂｔｒａｃｔｉｖｅ）な製造方法とは対
照的に、１つ以上の材料を積み重ねることによって正味またはほぼ正味の形状（ｎｅａｒ
　ｎｅｔ　ｓｈａｐｅ：ＮＮＳ）の物体を形成することを含む。「付加製造」は工業規格
の用語（ＡＳＴＭ　Ｆ２７９２）であるが、付加製造は、自由形状製作（ｆｒｅｅｆｏｒ
ｍ　ｆａｂｒｉｃａｔｉｏｎ）、３Ｄ印刷、ラピッドプロトタイピング／ツーリング（ｒ
ａｐｉｄ　ｐｒｏｔｏｔｙｐｉｎｇ／ｔｏｏｌｉｎｇ）、など、種々の名称で知られる種
々の製造および原型製作の技術を包含する。付加製造技術は、幅広くさまざまな材料から
複雑な部品を製作することができる。一般に、独立した物体を、コンピュータ支援設計（
ＣＡＤ）モデルから製作することができる。特定の種類の付加製造プロセスは、例えば電
子ビームまたはレーザビーム等の電磁放射線などのエネルギビームを使用して、粉末材料
を焼結または溶融させ、粉末材料の粒子が結合してなる中実な三次元の物体を生み出す。
例えばエンジニアリングプラスチック、熱可塑性エラストマ、金属、およびセラミックス
など、種々の材料系が使用されている。レーザ焼結または溶融が、機能し得る原型および
ツールの迅速な製作のための優れた付加製造プロセスである。用途として、複雑な被加工
物（ｗｏｒｋｐｉｅｃｅ）の直接製造、インベストメント鋳造（ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　
ｃａｓｔｉｎｇ）用の原型、射出成形およびダイカスト用の金型、ならびに砂型鋳造用の
型および中子が挙げられる。設計サイクルにおけるコンセプトの伝達および試験を強化す
るための試作物の製造が、付加製造プロセスの他の一般的な用途である。
【０００３】
　選択的レーザ焼結、直接レーザ焼結、選択的レーザ溶融、および直接レーザ溶融が、レ
ーザビームを用いた微粉末の焼結または溶融によって三次元（３Ｄ）物体を生成すること
を指して用いられる一般的な業界用語である。例えば、米国特許第４，８６３，５３８号
および米国特許第５，４６０，７５８号が、従来からのレーザ焼結技術を記載している。
より正確には、焼結が、粉末材料の融点よりも低い温度で粉末の粒子を融着させる（塊に
する）ことを必要とする一方で、溶融は、粉末の粒子を完全に融解させて中実かつ均質な
塊を形成することを必要とする。レーザ焼結またはレーザ溶融に関する物理的なプロセス
は、粉末材料へと熱を伝えることで粉末材料を焼結または融解させることを含む。レーザ
焼結および溶融プロセスは、幅広い範囲の粉末材料に適用可能であるが、例えば焼結また
は溶融速度などの製造経路の科学的および技術的側面、ならびに層製造プロセスの最中の
微細構造の発達への処理パラメータの影響は、充分には理解されていない。この製造方法
は、熱、質量、および運動量の移動、ならびに化学反応の多数の態様を伴い、これらがプ
ロセスをきわめて複雑にしている。
【０００４】
　図１は、直接金属レーザ焼結（「ＤＭＬＳ」）または直接金属レーザ溶融（ＤＭＬＭ）
のための典型的な従来からのシステム１００の断面図を示す図である。装置１００は、例
えばレーザビームを発生させるレーザであってよく、あるいは通電時に電子を放射するフ
ィラメントであってよいソース１２０によって生成されるエネルギビーム１３６を使用し
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、粉末材料（図示せず）の焼結または溶融によって例えば部品１２２などの物体を層ごと
のやり方で作り上げる。エネルギビームによって溶融させられるべき粉末は、リザーバ１
２６によって供給され、粉末をレベル１１８に維持し、粉末レベル１１８を超える過剰な
粉末材料を廃棄物容器１２８へと取り除くように、方向１３４に移動するリコータアーム
１１６を使用して粉末床１１２上に均一に広げられる。エネルギビーム１３６は、ガルボ
スキャナ１３２などの照射放出物案内装置の制御のもとで、形成される物体の断面層を焼
結し、あるいは溶融させる。ガルボスキャナ１３２は、例えば、複数の可動ミラーまたは
走査レンズを含むことができる。レーザの走査の速度が、レーザパワーが特定のスポット
にどれだけ長く印加されるかを左右する重要な制御可能プロセスパラメータである。典型
的なレーザ走査速度は、毎秒１０～１００ミリメートル程度である。造形プラットフォー
ム１１４を下降させ、粉末の別の層を粉末床および形成中の物体を覆って広げ、次いでレ
ーザ１２０による粉末の連続的な溶融／焼結を行う。粉末層は、典型的には、例えば、１
０～１００ミクロンである。このプロセスが、部品１２２が溶融／焼結させられた粉末材
料から完全に形成されるまで繰り返される。
【０００５】
　レーザ１２０を、プロセッサおよびメモリを含むコンピュータシステムによって制御す
ることができる。コンピュータシステムは、各層の走査パターンを決定し、走査パターン
に従って粉末材料を照射するようにレーザ１２０を制御することができる。部品１２２の
製造が完了した後に、さまざまな後処理手順を部品１２２に適用することができる。後処
理手順として、例えばブローまたは真空引きによる過剰な粉末の除去が挙げられる。他の
後処理手順として、応力解放処理が挙げられる。さらに、部品１２２を仕上げるために、
熱的および化学的な後処理手順を使用することができる。
【０００６】
　形成材料が載せられた半透明な窓を通して材料を照射することによる付加製造は、典型
的には、例えば放射源がレーザである場合の拘束ステレオリソグラフィ（ｃｏｎｓｔｒａ
ｉｎｅｄ　ｓｔｅｒｅｏｌｉｔｈｏｇｒａｐｈｙ）および放射源がデジタル光プロジェク
タである場合のデジタル光加工（ＤＬＰ）などのプロセスと称される。これらのプロセス
は、照射された材料が窓に対して形成され、したがって多くの場合に特定の支持構造の必
要性がなくなる点で、従来からの粉末床プロセスに優る利点を有する。しかしながら、拘
束ステレオリソグラフィおよびＤＬＰは、多くの場合に限定的であり、金属粉末、被覆さ
れた金属粉末、および金属スラリでは上手く機能しない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許出願公開第２０１６／０３４６８３５号明細書
【発明の概要】
【０００８】
　以下で、１つ以上の態様の基本的な理解をもたらすために、そのような態様の簡単な概
要を提示する。この概要は、考えられるすべての態様の広範な概要ではなく、すべての態
様の不可欠または重要な要素を特定しようとするものでも、いずれかの態様またはすべて
の態様の技術的範囲を境界付けようとするものでもない。この概要の目的は、後に提示さ
れるより詳細な説明の前置きとして、１つ以上の態様のいくつかの概念を簡略化した形で
提示することにある。
【０００９】
　本発明の上記および／または態様を、付加製造によって物体を製造する方法によって達
成することができる。一態様において、この方法は、（ａ）形成材料の所与の層を有して
いる造形プラットフォームを、窓上にもたらされた粉末へと下降させるステップと、（ｂ
）前記粉末を照射して、前記所与の層に対応する後続の層を形成するステップと、（ｃ）
前記後続の層を固化させるステップと、（ｄ）前記造形プラットフォームおよび前記固化
させた後続の層を、前記窓から遠ざかるように上昇させるステップと、（ｅ）前記物体が
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形成されるまでステップ（ａ）～（ｄ）を繰り返すステップとを含む。
【００１０】
　本発明の上記および／または態様を、物体の付加製造のための装置によって達成するこ
とができる。一態様において、装置は、粉末ディスペンサと、窓と、プラットフォームと
を含み、プラットフォーム上で物体が形成される。さらに、装置は、窓を覆って粉末の層
をもたらすリコータと、窓の下方に配置された照射源とを含む。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】付加製造のための従来からの装置の図である。
【図２】本発明の一実施形態による付加製造のための装置を示している。
【図３】本発明の一実施形態による付加製造のための装置を示している。
【図４】本発明の一実施形態による付加製造のための装置を示している。
【図５】本発明の一実施形態による付加製造のための装置を示している。
【図６】本発明の一実施形態による付加製造プロセスの図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　添付の図面に関連して以下で述べられる詳細な説明は、種々の構成の説明として意図さ
れており、本明細書に記載の考え方を実施することができる構成だけを表そうとしたもの
ではない。詳細な説明は、さまざまな考え方の完全な理解をもたらす目的で、具体的な詳
細を含んでいる。しかしながら、これらの考え方を、これらの具体的な詳細によらずに実
施してもよいことを、当業者であれば理解できるであろう。
【００１３】
　本発明は、付加製造に関し、層ごとのやり方での金属粉末の付加技術を利用するが、こ
れに限定されるものではない。一態様においては、粉末金属を溶融させて各々の部分層を
形成することができる。本発明が、溶融粉末に限定されず、ポリマー被覆金属粉末および
金属粉末含有スラリにも適用可能であることを、当業者であれば理解できるであろう。
【００１４】
　本発明は、遊離粉末または粉末スラリから部品を連続的に得ることができる装置であっ
て、部品が完成して粉末源から分離するまで、粉末／スラリの下方から２Ｄ断面を照射し
、２Ｄ断面を連続的に融合させる装置を提供する。
【００１５】
　図２～図５が、本発明の典型的な実施形態による付加製造のための装置を示している。
図２において、装置は、水平に向けられ、物体２０２を形成するために垂直方向に下降お
よび上昇させられるように構成された造形プレート２００を含む。造形プレート２００を
、形成される物体２０２に付着し得る耐熱性材料で製造することができる。例えば、造形
プレート２００を下降させて、形成される物体２０２を金属粉末２０４の中に位置させる
ことができる。
【００１６】
　さらに、この装置は、半透明な窓２０６を覆って金属粉末２０４の層をもたらすための
粉末リコータ機構２０８を含む。粉末２０４を、粉末供給器２１２によってリザーバ２１
０から供給することができる。粉末２０４の層は、形成される部品の次の粉末層に応じて
、薄くても、厚くてもよい。一般に、層の厚さを、形成プロセスの全体を通して一定に保
つことができる。リコータ機構２０８は、物体２０２が粉末２０４から持ち上げられるた
びに、水平方向に移動して、窓２０６を覆う粉末２０４の均一な層を広げる。リコータ機
構２０８は、窓２０６を覆う粉末２０４の制御をもたらすためのリコータブレード（図示
せず）を含むことができ、例えば粉末を窓２０６へと落下させることができるホッパとし
て構成されてもよい。
【００１７】
　窓２０６は、物体２０２を形成するための領域の長さおよび幅を定めることができる。
窓２０６のサイズは、形成される部品のサイズに応じてさまざまであってよい。窓２０６
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を、エネルギ源から窓２０６へと放射されるエネルギに耐えることができる材料で製作す
ることができる。また、溶融金属粉末２０４が付着し得ない材料で製作することができる
。窓２０６の典型的な材料として、例えば石英およびガラスなど、高熱に耐えることがで
きる半透明な材料を挙げることができる。金属粉末２０４の融点は、半透明な窓２０６の
融点よりも低くてよい。しかしながら、高融点金属の場合、本発明の一実施形態は、金属
粉末２０４をレーザまたは他の光源に暴露されたときに融合する放射線硬化性ポリマーで
コーティングすることで、有効に作用することができる。その後に、物体２０２をさらに
熱処理することで、ポリマーを追い出し、さらには／あるいは金属粉末２０４を融合させ
、固体の物体とすることができる。
【００１８】
　装置は、図２～図５に示されるように、半透明な窓２０６の下方に配置されたエネルギ
源２１４を含むことができる。エネルギ源２１４は、例えば、半透明な窓２０６を通って
光を投じ、窓２０６の上方に配置された金属粉末２０４を溶融または融合させることがで
きるレーザまたはレーザガルボあるいはデジタル光プロジェクタであってよい。例えば、
エネルギ源２１４がデジタル光プロジェクタである場合、エネルギ源２１４は、窓２０６
を通って光の２Ｄパターンを投じることが可能であってよい。
【００１９】
　図２に示されるように、造形プレート２００を、形成中の物体２０２の最後の層が金属
粉末２０４に接触するように下降させることができる。エネルギ源２１４から放射された
レーザビームまたは光パターン２１８が、金属粉末２０４の選択された２Ｄ領域を溶融ま
たは融合させる（図３を参照）。融合した層は、再び固化するときに、図４に示されるよ
うに物体２０２の次の層２２０を形成する。図５において、造形プレート２００を上昇さ
せ、半透明な窓２０６を覆って粉末２０４の新たな層をもたらし、物体２０２の形成を続
けることができる。このプロセスを、所望の金属部品が形成されるまで繰り返すことがで
きる。上述したように、粉末の新たな層は、形成中の部品に応じて、薄くても、厚くても
よいが、層の厚さは、通常はプロセスの全体を通して一貫している。未使用の粉末を、図
２に示されるように、回収および再使用のために容器２１６に集めることができる。
【００２０】
　物体２０２を形成するための金属粉末材料は、例えば、ステンレス鋼合金、アルミニウ
ム合金、チタン合金、ニッケル系超合金、およびコバルト系超合金であってよい。金属粉
末２０４が利用される場合、エネルギ源２１４は、半透明な窓２０６を損傷させることな
く粉末２０４を溶融させることができなければならない。低融点粉末または可融性合金が
、使用にさらに適することができ、例えば２５０℃未満の融点を有する既知の共晶および
非共晶合金を含むことができる。
【００２１】
　図６が、本発明の一実施形態による付加製造プロセスの図である。第１のステップは、
例えば、被加工物／物体２０２を造形プレート２００に固定し、被加工物２０２を金属粉
末２０４の層へと下降させることを含むことができる。ステップ２において、金属粉末２
０４を、金属粉末２０４に接触する窓２０６を通して照射することができる。これにより
、金属粉末２０４を被加工物２０２へと溶融させて、新たな層２２０を形成することがで
きる。次に、ステップ３において、新たな層２２０を有する被加工物２０２を、金属粉末
２０４から上昇させることができる。ステップ４において、金属粉末２０４の新たな層を
、窓２０６を横切って広げることができる。このプロセスを、所望の部分が完全に形成さ
れるまで繰り返すことができる。
【００２２】
　この典型的な実施形態による上述の製造方法を、高圧タービンブレードの先端部分を修
理するために使用することができる。金属粉末付加技術を使用してタービンブレードの先
端を修理するための方法は、２０１７年２月２２日に出願されたＧａｒａｙらの「Ｍｅｔ
ｈｏｄ　ｏｆ　Ｒｅｐａｉｒｉｎｇ　ａ　Ｔｕｒｂｉｎｅ　Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　ｕｓｉ
ｎｇ　Ｕｌｔｒａ－Ｔｈｉｎ　Ｐｌａｔｅ」という名称の米国特許出願第１５／４３９，
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６４３号に開示されている。しかしながら、これらの方法は、タービンブレードを図１の
装置と同様の従来からの粉末床製造装置に配置することを必要とする。このような手法の
欠点は、修理または形成すべき部位の周囲に粉末床を生成しなければならない点にある。
【００２３】
　本発明の典型的な実施形態による方法は、修理すべき先端部分だけを金属粉末に接触さ
せるように、タービンブレードを造形プラットフォームに取り付け、窓に向かって下降さ
せればよいため、先端の修理にとくに有利である。したがって、不要な粉末の使用を、な
くすことができる。本技術を使用し、例えば、損傷したタービンブレードの先端を研磨し
て平坦な表面とし、平坦な表面が窓の方を向くように造形プレートに取り付け、この部分
的なタービンブレードを窓の上方の金属粉末へと下降させ、形成を行うことができる。さ
らに、これらの典型的な実施形態によれば、上述のプロセスを使用して、まったく新しい
タービンブレードまたはステータベーンあるいは他の所望の金属物体を生成することがで
きる。
【００２４】
　本明細書においては、本発明を好ましい実施形態を含めて開示するとともに、あらゆる
装置またはシステムの製作および使用ならびにあらゆる関連の方法の実行を含む本発明の
実施を当業者にとって可能にするために、いくつかの実施例を使用している。本発明の特
許可能な範囲は、特許請求の範囲によって定義され、当業者であれば想到できる他の実施
例を含むことができる。そのような他の実施例は、それらが特許請求の範囲の文言から相
違しない構造要素を有しており、あるいは特許請求の範囲の文言から実質的に相違しない
同等な構造要素を含むならば、特許請求の範囲の技術的範囲に包含される。当業者であれ
ば、上述の種々の実施形態からの態様ならびに各々のそのような態様についての他の公知
の同等物を混ぜ合わせて適合させることで、本出願の原理に従ったさらなる実施形態およ
び技術を構築することが可能である。
［実施態様１］
　付加製造によって物体（２０２）を製造する方法であって、
　（ａ）形成材料の所与の層を有している造形プラットフォーム（１１４）を、窓（２０
６）上にもたらされた粉末（２０４）へと下降させるステップと、
　（ｂ）前記粉末（２０４）を照射して、前記所与の層に対応する後続の層を形成するス
テップと、
　（ｃ）前記後続の層を固化させるステップと、
　（ｄ）前記造形プラットフォーム（１１４）および前記固化させた後続の層を、前記窓
（２０６）から遠ざかるように上昇させるステップと、
　（ｅ）前記物体（２０２）が形成されるまでステップ（ａ）～（ｄ）を繰り返すステッ
プと
　を含む方法。
［実施態様２］
　前記照射は、デジタル光加工、レーザ、または電子ビーム照射である、実施態様１に記
載の方法。
［実施態様３］
　前記粉末（２０４）は、前記窓（２０６）よりも低い融点を有する、実施態様１に記載
の方法。
［実施態様４］
　前記粉末（２０４）は、前記窓（２０６）を通して照射されるが、前記窓（２０６）の
上方に位置する前記造形プラットフォーム（１１４）に付着する、実施態様１に記載の方
法。
［実施態様５］
　前記粉末（２０４）は、コバルトクロム合金、ステンレス鋼合金、アルミニウム合金、
チタン合金、またはニッケル系超合金である、実施態様１に記載の方法。
［実施態様６］
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　前記物体（２０２）は、タービンブレードまたはステータベーンである、実施態様１に
記載の方法。
［実施態様７］
　前記物体（２０２）は、タービンブレードまたはステータベーンの先端部分である、実
施態様１に記載の方法。
［実施態様８］
　物体（２０２）の付加製造のための装置であって、
　粉末ディスペンサと、
　窓（２０６）と、
　その上で前記物体（２０２）が形成されるプラットフォーム（１１４）と、
　前記窓（２０６）を覆って粉末の層をもたらすリコータ（２０８）と、
　前記窓（２０６）の下方に配置された照射源（２１４）と
　を備える装置。
［実施態様９］
　前記照射源（２１４）は、レーザまたはデジタル光プロジェクタである、実施態様８に
記載の装置。
［実施態様１０］
　前記粉末（２０４）は、前記窓（２０６）を通して照射されるが、前記窓（２０６）の
上方の前記造形プレート（２００）に付着する、実施態様８に記載の装置。
［実施態様１１］
　前記粉末（２０４）は、前記窓（２０６）よりも低い融点を有する、実施態様８に記載
の装置。
［実施態様１２］
　前記粉末（２０４）は、コバルトクロム合金、ステンレス鋼合金、アルミニウム合金、
チタン合金、またはニッケル系超合金である、実施態様８に記載の装置。
【符号の説明】
【００２５】
１００　直接金属レーザ焼結または直接金属レーザ溶融のためのシステム、装置
１１２　粉末床
１１４　造形プラットフォーム
１１６　リコータアーム
１１８　粉末レベル
１２０　ソース、レーザ
１２２　部品
１２６　リザーバ
１２８　廃棄物容器
１３２　ガルボスキャナ
１３４　方向
１３６　エネルギビーム
２００　造形プレート
２０２　形成される物体、被加工物
２０４　金属粉末、溶融金属粉末
２０６　半透明な窓
２０８　リコータ機構、粉末リコータ機構
２１０　リザーバ
２１２　粉末供給器
２１４　エネルギ源
２１６　容器
２１８　レーザビームまたは光パターン
２２０　新たな層
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